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      平成２８年第３回定例会一般質問 

 １３番議員、真政会の園部増治です。議長のお許しをいただきま

したので質問通告に従い「教育問題について」と「財政問題につい

て」の 2件につき一般質問を行います。 

 質問に入る前に、相次ぐ台風により大きな被害を受けた東北・北

海道の被災者の皆様にお見舞いを申し上げまして質問に入らせて頂

きます。 

 まず「教育問題」についてでありますが、「まちづくりは人づくり」

と言われますように、町の将来の発展のためには教育が大事である

ということが言われております。 

 憲法第２６条には、すべての国民は、法律の定めるところにより、

その能力に応じて、ひとしく教育を受ける権利を有する。 

 すべての国民は、法律の定めるところによりその保護する子女に

普通教育を受けさせる義務を負う。義務教育はこれを無償とする。

とされています。 

 そして憲法の精神に則り「教育基本法」が制定されておりますが、

第１条（教育の目的）によりますと、「教育は人格の形成をめざし、

平和的な国家及び社会の形成者として、心理と正義を愛し、個人の

価値をたっとび、勤労と責任を重んじ、自主的精神に充ちた心身共

に健康な国民の育成を期して行われなければならない。」とされてお

り、第２条には教育の方針が、第３条には教育の機会均等について

記されております。 

 古河市におきましては、昨年９月１日より、古河市内の小中学校

３２校にタブレット端末、１，４２１台を導入して、ICT 教育が行

われておりますが、教育問題の初めにこの ICT 教育について、質問

をいたします。 
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ICT とは、インフォーメーション・アンド・コミュニケーション・

テクノロジー（情報通信技術）の略でありますが、学校教育におい

て電子機器や通信機器を使って情報や知識の交流をするという意味

であります。ICT教育についての質問の 

１点目は、ICT教育導入のきっかけは何かということであります。 

第２点目はこれまでの経緯について 

 昨年の９月１日に ICT 環境を整えるに当たり、NTTドコモ、au、

ソフトバンクの３社でプロポーザル方式により入札を行い NTT ド

コモを選定したということで全協において報告がありましたが、そ

の理由についてお伺いいたします。 

 ３点目は、ICT 教育のメリットとデメリットについてお伺いいた

します。 

 ４点目は、ICT教育の課題についてであります。現在、古河５小、

上大野小、大和田小の３校は児童一人１台、その他の学校には各４

０台が導入されておりますが、現在のどのくらい予算がかかってい

るのか。また、全市全校に導入するとしたらどのくらいの予算規模

になるのか。お伺いいたします。 

 ５点目は、ICT 教育の検証についてであります。ICT 教育の導入

により数値的には、どのくらい学力の向上が見られたのか、その検

証結果についてお伺いいたします。 

 ６点目は、今後の進め方についてでありますが、タブレット端末

の更新を含めて年次計画はどのようになっているか。児童生徒一人

当たり１台の導入はいつ頃になるのかをお伺いいたします。 

  

 教育問題の２件目は、「教育環境整備について」であります。 

先般、市内の小中学校において「教育懇談会」が行われました。そ
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の中で各学校から出た要望にはどのようなものがあったか。また、

今後の対応についてはどのように考えるかをお伺いいたします。 

 

 ２件目は、「財政問題について」お伺いいたします。 

今、古河市は教育や福祉に力を入れております。将来に向かっての

財源を確保できるような事業が全くと言ってもいいほど行わておら

ず残念であります。 

 教育や福祉はお金がかかります。一軒の家でも市においても同じ

でありますが、ただお金を使うことばかりでなく、将来財源が見込

めるような事業をしていくことが重要であると思います。さもなけ

れば結局、市民税を上げるほか、なくなってしまうからであります。 

 そこでお伺いをいたしますが、将来の自主財源（財源）確保につ

いてどのような考えをお持ちかお伺いいたします。 

 ２点目は、国・県補助事業への要望についてであります。 

市として、これまで国・県に対して、どのような事業について要望

をされたか。また、国・県の補助事業の取り付けができたものがあ

ればお伺いいたします。 

 例えば「古河駅東部土地区画整理事業」「新駅を含めた大堤南部地

区土地区画整理事業」「仁連地区の工業団地整備事業」などは、国・

県の補助事業を取り付けなければ到底進捗は見込めませんが、国・

県の補助事業を取り付けることにより、事業が大きく進捗をいたし

ます。国・県にはどのように要望をされているかお伺いいたしまし

て１回目の質問を終わります。 
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（２回目） 

 それでは自席より２回目の質問をいたします。 

まず、教育問題、ICT 教育についてでありますが、導入にあたって

ウインドウズ XP のサポート終了ということもあったということで

あります。その点についてはよかったのではなかろうかと思います。 

 これまでの経緯の中で、３社によるプロポーザル方式により入札

を行っているわけでありますが、NTTドコモは、古河市にこれを売

り込めれば全国に波及するというもくろみもあり、相当積極的に売

り込みをかけていたという様子が、ネットで見てもうかがえます。 

（守秘義務） 

 

 

 導入に当たっては、不明瞭な点がありますので、もう一度、くわ

しく教えていただきたいと思います。 

 

 メリット・デメリットについてでありますが、メリットとして 

①学習意欲が上がる。 

②効率的に学習ができるようになる。 

③授業が分かりやすくなる。などがあり 

デメリットとしては 

①地域や学校間で格差が生じる 

②鉛筆を使わないために、書けない子が増える。一番深刻なのが読

書離れになること。 

③問題解決能力が落ちてしまう。 

④長時間使用することでおきる、目、体、心の病気、ドライアイ、

充血、視力低下、肩こり、食欲減退という VDT症候群 
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⑤故障や不具合などによる修復時間がかかってしまうことなどのデ

メリットがあるといわれております。 

このようなこともよく理解したうえで活用していくことが必要なの

ではないでしょうか。 

 

次は、ICT教育の課題についてであります。 

予算がいくらぐらいかかるのかをお伺いいたしました。 

先日、平成２７年度の決算審査がありましたが、小学校 ICT 整備事

業において９，０７９万２，４９４円の予算がかかっております。

この中には、タブレット端末１，４２１台のほか、デジタル教科書、

実物投影機、大型テレビも含まれておりますので、単純計算はでき

ませんが、９，０７９万２千円を１，４２１台で割ると１台当たり

６３、８９３円かかる計算になります。これを小学校の児童数７，

３４９人で掛けると４６９，５４９，６５７円になります。中学校

までとなると約７億円がかかる計算になりませんか。そして、携帯

電話と同じですので、毎月回線使用料がかかることとなりさらに、

機種が古くなるたびに更新の費用が掛かります。 

 

だからどこの市町村でもやりたくてもできないということではない

でしょうか。 

古河５小１１５人、上大野小１０６人、大和田小８０人だけでは教

育格差ができてしまい機会均等ではなくなると思います。いつ全員

に入れることができるのか。予算的裏付けも含めて、もう一度お伺

いいたします。 

５点目の ICT教育の検証についてであります。 

学力の向上についての検証についてお伺いいたしました。 
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「最下位脱出。短期間で学力アップ」ということで市長が「まちを

歩けば」書いております。（紹介）                     

昨年９月に導入されたわけでありますが、どのように検証されたの

かをお伺いいたします。 

 

６点目は、予算のこととも関係をしますが、これからどのような計

画の下で進めていく考えかを再度お伺いいたします。 

 

 

次に教育環境整備についてであります。「教育懇談会」においてはい

ろいろな要望があったことと思います。総額１７億円かかるエアコ

ンの整備もまだ途中であります。そこへ ICT教育が入ってきました。

教育懇談会の中で出た意見には、「雨漏りがする」「グラウンドの整

備をして欲しい」「外のトイレの改修をお願いしたい」などの要望も

あったことと思いますが、その方が先なのではないでしょうか。教

育予算の使い方についても、計画性をもって進めていただきたいと

思います。パフォーマンスではだめです。 

 

 

次に２件目の「財政問題について」であります。 

まず、自主財源確保についての考え方をお伺いをいたしました。 

 

これからの取り組みについてお伺いをいたします。 

 

国・県補助事業についてでありますが、 

市民は、市税のほかに県税・国税も納付をしています。市民のため
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県や国の補助金を取り付けて、市民福祉向上のために役立たせてい

くのは、市長の役割であると思います。 

「古河駅東部土地区画整理事業」菅谷市長になってからほとんど進

んでいないのが現実であろうと思います。墓地にするとか、合併記

念公園にするとか、ホームセンターから引き合いが来ているとか言

っていますが、きちんとした計画性がないから進まないのではない

でしょうか。 

 なかなか進まないので県会議員と市議会議員の有志で県にお願い

に行ったら「古河市からは何の要望も出ておりません。」ということ

で驚いて帰ってきたということもうかがっております。本当に市民

のことを考えるのでしたら、県や国に出向いて市長自らお願いをす

ることが必要なのではないでしょうか。 

それから、一生懸命に取り組んでいる職員を気に入らないから次に

日には「ほかの部署に行け。」などということは、教育の観点からも

やらないで欲しいと思います。 

南古河駅と大堤南部地区土地区画整理事業や仁連地区の工業団地造

成事業、筑西幹線道路の整備なども市の活性化や将来の財源確保に

とって大変重要な事業であると思います。 

この「まちを歩けば」によりますと、 

「JR宇都宮線沿いの東京から小山までの自治体が、人口を「プラス

に転じる」昨今、古河市だけが唯一、「若い人口」を減らし続けてき

たのは、行政がやるべき施策を実行してこなかったからです。」と書

いてありますが、これは、市長自らがやらなかったということを書

いているのではないでしょうか。 

新駅を作ったり、古河駅東部土地区画整理事業を進めれば必ず、人

口が増加し、将来の財源確保や市の活性化につながるものと確信を
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しております。若者に選ばれるまちづくりにもつながるものと思い

ますが、市長の考えをお伺いいたしまして、２回目の質問といたし

ます。 

 

（３回目） 

 

 教育問題についてお伺いをいたしました。 

守秘義務があるので言えないというのは、おかしいと思います。こ

れは、個人的な商取引とは違います。 

言えないというのは、NTTとの間に密約があるということか、ダン

ピングが行われたということになりませんか。 

陰に隠れて不正をしているとみられても仕方がないと思う。 

教育界では、教科書の選定にあたっても図書券が渡されたりという

こともありましたので、疑われてもおかしくないと思う。 

まさかそのようなことはなかったのでしょうね。 

お伺いをいたします 

 

 

教育とは、無限の可能性を持つ子供たちが、未来に向かって、自ら

の人間性を開花成長させるために行われるものであり、国民として

勤労を尊び、自他をいつくしみ、人類の築いた文化遺産を継承・発

展させ、心身ともに健康な人格者として完成させるために行われる

ものであるともいわれております。 

子ども達が郷土を愛し、郷土に誇りをもって、世界に羽ばたいてい

けるような教育の実践に取り組んでいただきますようお願いを申し

上げます。 
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また、将来にわたっての財源確保の観点からも、懸案となっている

事業につきましては、国・県の補助金なしでは到底できない事業で

ありますので、市長が先頭に立って国・県に働きをかけていただき

まして、 ぜひ若者が夢と希望の持てる魅力的なまちづくりを進め

ていただきますようお願いをいたしまして、私の質問を終わります。 


